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京大東アジアセンターニュースレター   第 453号   





○ ミャンマー短信 ： ２０１３年 １月上旬  
○ カンボジア短信 ： ２０１２年 １２月下旬   
○ 【中国経済最新統計】 
第４回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2013 年 2 月 23 日(土) 13 時 
 
於 ： 名城大学名駅サテライト (名古屋駅前桜通ビル 13 階) 
http://www.meijo-u.ac.jp/campus/shisetsu/sate.html 
 
司会 東京都市大学 教授 井上隆一郎 
大阪商業大学 教授   孫飛舟   
 
１．研究会の今後の運営について       
 13:00-13:45 
 □第 1 回～第 3 回研究会の経緯, 今回のテ-マの説明 
 □新参加者の自己紹介と研究会に対する要望 
２．報告          
 13:45-15:30 
 □川崎大輔 (ガリバー･インターナショナル ) 
   タイにおける中古車流通 
 □塩地洋 (京都大学) 
   新興国における中古車流通を健全化させるための諸方策 








































・１／０１から、China Union Pay カードが使用可能となった。ミャンマーには中国人が、２０１１年は６万人以上、２０１２
年には１０万人以上が訪れた。２０１３年には１５万人以上が訪れる見通し。それに伴い中国人が良く使う China 































































































































１㌦＝８５４ＭＭＫ  １ＦＥＣ＝８５４ＭＭＫ  １シンガポールドル＝６９６ＭＭＫ  1ユーロ＝１１２５ＭＭＫ 
1バーツ＝２８．１３ＭＭＫ  1元＝１３７ＭＭＫ  1円＝９．１ＭＭＫ 
                                                                  以上 
************************************************************************************************ 









































ブラックリストにのった労働者の１人 Pho Han 氏は、「我々は悪くない。とても不公平な判定だ」と、裁定に反応して
怒りを見せた。ストライキ参加者は「裁判所の命令に従ったが締め出されていたのだ」と語った。また、カンボジア労働








②Xing Chang Xing garment社にてストライキ 
１２／２４、プノンペンの Russey Keo地区に位置する縫製工場において、労働組合代表者の主導によって１０００人
規模の抗議活動が行われた。彼は「会社が自分を叩きのめすためにギャングを雇った」と訴えており、工場側はこれ








③Conpress Holdings factory社の抗議活動で警備員とのもつれにより、労働者２人が病院へ搬送 
１２／２６、プノンペンのMeanchey地区にある Conpress Holdings factory社では、工場の警備員に暴力をふるわれ
た２人のデモ参加者が怪我を負い、病院へ搬送された。Free Trade Union officer の Ry Sithinet 氏によると、














⑤Master and Frank garment社工場にてストライキ発生 
Kandal州 Ang Snuol 地区にある Master and Frank factory社にて、１２／２５朝、警官が抗議活動中の労働者と衝
突し、女性３人を含む４人の労働者が怪我をした。この抗議活動は解雇された１１人の労働者の復職、及び食費補助
を求めたストライキであった。  
Coalition of Cambodian Apparel Workers’ Democratic union memberのメンバーである Saom Sokhim 氏の話によ




















































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 





2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
